
都市計画制度小委員会のこれまでの検討と残された課題

既に対応・対応中

○国が基本方針を作成
基本方針 基づき 市 村が低炭

都市計画制度全体
残された課題

○基本原則化
（法令の明確化 新市街地開発手法型の都市計画制度の見直し等） ○集約型都市構造化の評価手法の提供

新法で措置を検討

資料４

●定期的見直しの考え方を明確化（都市計画運用指針

の改正（平成23年11月30日））

○基本方針に基づき、市町村が低炭
素まちづくり計画を作成

○低炭素まちづくり協議会を活用し
た低炭素まちづくり計画の作
成・実施

●都市計画基礎調査の位置づけ、活用方策を明確

集約型都市構造化

都市計画の

（法令の明確化、新市街地開発手法型の都市計画制度の見直し等）

○スタンダード化

○集約型都市構造化に向けた都市計画の見直し

○集約型都市構造化の評価手法の提供
・土地利用や交通の施策効果を評価するモデルの提供
・都市を分析・評価するための都市情報データベース構築

（平成２４年度）

広域調整

化（都市計画運用指針の改正（平成23年11月30日））

●都市計画区域マスタープランの広域的策定につ

都市計画の
見直し ○長期未着手都市計画の見直し促進

○交通と土地利用が一体となった計画手法の強化
検討（H２４年度以降）

●広域的なマスタープランに基づき土地利用コント
ル 適用範囲を明確にする仕組み 検討

○低炭素まちづくり計画による公共
交通機関の利用促進のための措
置

○都市計画基礎調査のガイダンス策定（H２３年度）

●地域主権改革一括法（第1次、第2次）
●都道府県と市町村による協議ルールの策定につ

いて明示化（都市計画運用指針の改正（平成23年7月14

日））

いて明示化（都市計画運用指針の改正（平成23年11月

30日））
○土地利用コントロールの対象区域の広域化

○広域的な計画調整機能の強化

○市町村をまちづくりの中核的担い手とする
制度の充実

●広域的なマスタープランに基づく都市計画（市町
村単位）の広域的な調整の検討

ロールの適用範囲を明確にする仕組みの検討（国

土利用計画制度との関係を整理しつつ対応）

○地区計画制度の活用の事例 考え方を明示

まちなか・郊外

○線引き制度を土台とした市街化区域のあり方集約型都市構造
化の実現手段の
充実

○地区計画制度の活用の事例・考え方を明示
・市町村マスタープランの役割強化、・複層的に指定される土地

利用関係都市計画の解りやすい表示のあり方について運用指
針での明示を検討（H24年度早期）

●人口減少社会に対応した市街化区域のあり方の
検討 （農水省の検討状況を踏まえつつ対応）

○市街化区域の規模の設定方法の明確化
・住居系・工業系・商業系に区分した市街化区域の規模の設定方

法や、都市的土地利用が想定されない土地の区域等の考え方
の明確化（農水省と調整して平成24年度早期）

○低炭素まちづくり計画による駐車
場立地の適正化のための措置

コア
○誘導的手法を活用した土地利用の維持増進

○地区レベルの交通・空間計画の検討

○低炭素まちづくり計画による医職
住近接化プロジェクトの推進

●幅広い環境貢献の取組を評価した容積率の緩和
（【成長戦略関係】都市計画運用指針の改正（平成2２年９
月1５日））

○低炭素まちづくり計画において、
都市機能の再配置の方向を明示し

○低炭素まちづくり計画による緑地
保全・創出のための措置

中間的領域 ○市街地のタイプに応じた、集約化、低炭素
化への誘導（緑豊かな住宅地など）

○緑地保全 創出の多様な手法の展開

○流域等の自然的・地形的条件を踏まえた緑の
ネットワーク形成に向けた都市計画運用指針、
都市緑地法運用指針の改正 （平成24年度）

未 地等 地 有者 市 農 ガ デ
●都市の緑化をより一層推進するための仕組みの

都市機能の再配置の方向を明示し、
実現化の方策を位置づけ

緑地と農地
○緑地保全・創出の多様な手法の展開

○都市農地の農業政策との連携や都市計画上
のあり方の検討

○未利用地等の土地所有者と市民農園・ガーデニ
ング等の場を求める利用者（地方公共団体、
市民、団体等）との間で締結される協定のあ
り方等を検討し、普及促進 （平成24年度）

検討

※新法による都市の低炭素化の促進の状況等も踏まえ、左記項目の具体化について検討


